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•先ほど発表された数値

•温室効果ｶﾞｽ排出量が過去
最低を更新

• 10.7億ﾄﾝで２年連続低下

•再生ｴﾈﾙｷﾞｰや原発利用が
その主な原因という

•森林の吸収は全体の5%

• 2050年に温室効果ガスの実
質「0」に向けて順調

•今後は吸収力の向上が課題

•森林火災などで来年どうなる

•CO2処理費１ｔ＞4万円とも

• 40兆円超えの費用が必要

23年度の温室効果ガス排出、過去最低を更新
原発・再エネ増が影響
環境省は25日、2023年度の国内の温室効果ガスの総排出
量は10億7100万トンで、2年連続で減少したと発表した。
記録のある1990年度以降での過去最低も更新。電源構成に
占める再生可能エネルギーや原発の割合が計3割超に高
まったことや、製造業の国内生産活動が減った影響と考え
られるという。総排出量は22年度より4.0%（4490万ト
ン）減少した。23年度の電源構成の割合は、再生可能エネ
ルギーが前年度比1.0ポイント増の22.9%、原発は前年度か
ら2.9ポイント増えて8.5%となり、電源の脱炭素化が進ん
だという。冷蔵庫などの冷媒に使われ、温室効果の高い代
替フロンの23年の排出量は3700万トンで、前年比3.9%減
少。法律に基づく生産量や消費量の規制、温室効果の小さ
い冷媒への転換が進んだ効果とみられるという。森林など
による吸収量は、22年度とほぼ同じで5370万トン。排出
量から吸収量を差し引くと、10億1700万トンで、22年度
比で4.2%（4490万トン）減った。政府は、50年に排出量
を実質ゼロとする目標を掲げているが、「順調に減少して
いる」としている。
環境省の担当者は「今後は排出削減が難しくなると見込

まれるため、ますます吸収源が重要になる」と説明。吸収
源となる沖合での海藻の生産・育成や、二酸化炭素を吸収
するコンクリートの普及に向けた検討を進めるという。



電動車 出典



•中国のEV車の
販売台数がﾎﾟｲﾝ
ﾄ
•半分以上がEV
•日本は半分以下
•今までは充電時
間がネック
•今回は５分で
400Km走行可
•この流れは止ま
らない

出典 ジェトロ



ミャンマーの状況について
•22日にJICAでﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動を行ってきました

•その時にJICA職員の伊藤さんという方に会いました

•伊藤さん最近ﾐｬﾝﾏｰから帰国したばかりとのこと

•JICAから派遣されて支援についての調査のため

•主に被害の大きかったﾏﾝﾀﾞﾚｰに10日ほど滞在

•ﾎﾃﾙだったそうですが個室ではなく大部屋で宿泊

•毎日市中に出て調査したそうです

•公園のような広い所に天幕を張った状態で避難生活



規制があって自由には記事にできず
•写真やﾋﾞﾃﾞｵは携帯電話で撮影したそうです

•その一部はNHKを通じて公開されたそうです

•現地の取材はﾀｲ支局から記者が入っていたようですが日本国内
からの取材は無かったようです

•伊藤さんの映像をお借りしたかったのですが映像の提供は大変厳
しく統制されているようで無理でした

•反体制派が川向うにいるのですがそこには行けませんでした

•撮影も自由にできるわけでもなかったとのこと

•何時か報告会を行うのでそこに来てくださいという事でした

• ﾐｬﾝﾏｰに入るまでﾀｲ経由で3日ほどかかったとのことでした

サガイン



カシミールで銃撃事件が発生



天空の楽園 ラダック

ゴンパのチベット仏教寺院

事件のあったパハルガム



•一時は武装勢力の活
動が盛んで観光は出
来なかった
•最近は安全になったと
いうことで観光客が入
るようになった
•そこにｲｽﾗﾑ系の武装
集団が襲撃した
•観光客を狙った事件は
少なかった
•犯行声明は出されたが
目的は不明

インドとパキスタンが領有権を争うカシミール地方のインド側
支配地域で２２日、武装勢力が観光客らに向けて発砲し、当局
によると少なくとも２６人が死亡、１２人が負傷した。死者の
大半は観光客とみられるという。犠牲者に外国人が含まれてい
るかは不明。
銃撃が発生したのは、ジャム・カシミール州の山岳地帯に位置
する人気の観光地パハルガム。現場は徒歩か馬に乗ってのみア
クセス可能だという。目撃者が同国の通信社ＰＴＩに語ったと
ころによると、武装した複数の男たちが至近距離から観光客ら
に向けて発砲した。同州のアブドラ州首相は民間人への襲撃と
しては近年で最大規模だと指摘した。現在、軍が銃撃犯らの捜
索を進めている。
カシミール地方では暴力事件が散発しているが、観光客を狙っ
た事件はまれ。同地方では２０年以上にわたって、同地方の独
立かパキスタンによる支配を求める複数の武装勢力が治安部隊
と衝突しており、これまでに数万人が犠牲になっている。暴力
事件は２０１８年に急増し、翌年にはインドが軍を大規模展開
するなどして支配を強化した。インド政府によると、武装勢力
は減っているが、攻撃は続いているという。
パハルガムは毎年行われる巡礼のルート上にあり、過去にも襲
撃事件が発生している。

インド北部で銃撃、観光客ら２６人死亡 武装勢力
が発砲



•複雑な国境である

• ｲｷﾞﾘｽの植民地の時にここ
は藩王国という国でﾋﾝｽﾞｰ
教徒がｲｽﾗﾑ教徒を支配し
ていた

•大戦後独立した時から紛
争が起こる

•緑の部分は共に自国領と
主張

• 1947年 印パ戦争開始

•赤線は実効支配している
部分の境界線

• 1962年の中印戦争で中国
が占領した部分が生ずる

ﾊﾟｷｽﾀﾝ

インド

中国



ｲﾝﾄﾞ ﾊﾟｷｽﾀﾝの対応
•今回の銃撃はｲｽﾗﾑ過激派による犯行であった

•ﾊﾟｷｽﾀﾝは関与を否定

•＞対応を協議するために国家安全保障委員会を開く

•ｲﾝﾄﾞはﾊﾟｷｽﾀﾝ国境を閉鎖

•ｲﾝﾀﾞｽ川の水に関する規約を止める

•＞ｲﾝﾀﾞｽ川水利条約 支流５本の利用権を決める

•＞双方にとって農業用水として死活問題

•ﾊﾟｷｽﾀﾝからの入国でﾋﾞｻﾞを停止





フランシスコ教皇が死去



ﾌﾗﾝｼｽｺ教皇の足跡
•2013年 第266代ﾛｰﾏ教皇就任

•ｲｴｽﾞｽ会出身の初の教皇であった 南米出身でもある

•慈悲に基づく人間への深い理解を基本姿勢にする

•＞自らは教皇の名を使わず司祭を名乗った

•＞ミサもﾗﾃﾝ語では行わずｲﾀﾘｱ語で行う

•庶民的な部分を多く持っていた人である

•死にあたって自らを「世界平和と人類愛に捧げる」と

•葬儀も派手にならず棺にはﾌﾗﾝｼｽｺとだけ記せと



ﾌﾗﾝｼｽｺ法王の業績
•テロ活動に対しては厳しい態度を取る

•難民の受け入れについても苦しむ人の立場に立てと

•貧困の経済的不平等については心を痛めた

•児童を守る＞聖職者の児童性愛、虐待、人身売買

•同性愛 人工中絶 安楽死については厳しく対応

•AIについてもﾒﾘｯﾄがあることは認めたがﾃﾞﾒﾘｯﾄあり

•言論は自由であるべき＞他の宗教との対話も重視

•中国との関係修復を行う



ﾏｰｼﾞｮﾘｰ・ﾃｲﾗｰ・ｸﾞﾘｰﾝ下院議員
•2020年に下院議員に当選した共和党の女性議員

•陰謀論者で極右派の一人

•ﾄﾗﾝﾌﾟ氏を熱狂的に支持している

•2020年の大統領選挙の結果は捏造された

•ｱﾒﾘｶ同時多発テロ事件陰謀説を信じる

•ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権下では発言が過激として委員会役職なし

•ｶﾄﾘｯｸを批判 ＞自分はﾌﾟﾛﾃｽﾀﾝﾄ福音派に属する

•ﾛｰﾏ教皇を批判してきた



•法王ﾌﾗﾝｼｽの死去にあたってX
に投稿

•今日は世界の指導者に大きな
変化があった。神の手が悪を
打ち負かしつつある

•カトリック教会について問題発
言を繰り返し、大きな批判を浴
びてきた

• ｶトリック教会が「サタン」によっ
て運営されている

•不法移民の支援など「有害」な
政策を支持している



ｸﾞﾘｰﾝ議員はｺﾒﾝﾄ出さず
•ﾛｰﾏ教皇ﾌﾗﾝｼｽとは名指しをしていない

•今までの言動から推察しただけ

•同日世界経済ﾌｫｰﾗﾑ創設者ｸﾗｳﾝ・ｼｭﾜﾌﾞが50年に
わたる会長職の退任＞彼も批判対象だった

•CNNの取材に何の返答もしていない

•ｶﾄﾘｯｸの家に生まれたが神父の小児性愛に無配慮

•ﾌﾟﾛﾃｽﾀﾝﾄの福音派に改宗

•その後様々な批判的な記事を出していく



ｳｸﾗｲﾅ侵攻に和平案提示



ｱﾒﾘｶがｳｸﾗｲﾅ戦争の停戦案を提示
•ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が今週にも停戦が成立するだろうと発言

•すでに双方に提示しているという

•内容の概要

•ｸﾘﾐｱ半島に対するﾛｼｱの支配を承認する

•東南部のﾛｼｱ支配地域はそのままﾛｼｱに割譲

•境界線を挟む30Kmを中立地帯とする

•境界線を挟んで英仏軍とﾛｼｱ軍が駐留する

•ｳｸﾗｲﾅのNATO加盟は行わない





余りにもﾛｼｱ寄りの停戦案
•ｳｸﾗｲﾅの希土類の共同開発を行う

•停戦成立後は欧米の対露制裁を解除する

•一部では東南部のﾛｼｱ支配地域を狭めるという情報
もある＞ﾌﾟｰﾁﾝ大統領が了承した

•ただ全面的にﾛｼｱ有利の停戦案となっている

•ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領は少なくとも領土に関しては受け入
れられないと表明

•ﾌﾟｰﾁﾝ大統領側はどうするか



この和平案をどうするか
•ｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領はｸﾘﾐｱ半島をﾛｼｱ領とした今回の
和平案に対して認められないと発言

•ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領はすぐにSNSに投稿

•ｸﾘﾐｱ半島のﾛｼｱ領はすでにｵﾊﾞﾏ大統領の時に決
まっていた

•それを今更認めないというのは信じられないと

•折り合いはどの辺になるのだろうか？



今回ｲｷﾞﾘｽで行われた会議
•23日 ﾛﾝﾄﾞﾝでｱﾒﾘｶとｳｸﾗｲﾅ、ﾖｰﾛｯﾊﾟ主要国の外相
級会談が直前にｷｬﾝｾﾙ

•ﾄﾗﾝﾌﾟ政権の提案した和平案をｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領が拒
否

•選択肢を持たないヤツが何を言っているのか

•そんな会談に参加する必要はない

•我々の提案を受け入れないならｱﾒﾘｶは手を引く

＞邪魔をしているのは彼だ

ﾙﾋﾞｵ国務長官欠席



•ﾛｼｱが24日の明け方ｷｰ
ｳに大規模攻撃行う

•北朝鮮製のﾐｻｲﾙ使用

•この時期に攻撃したこと
に対してﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は
激怒 ＞ｳﾗｼﾞﾐｰﾙという
名前を使っての発信

•今後数日で決着がつくは
ずなのに ＞双方に圧力
をかけている

•どうなるのかは不明

プーチン氏に攻撃「やめろ」とトランプ氏、キー
ウ攻撃を非難
トランプ米大統領は２４日、ロシアがウクライナの首都
キーウに大規模攻撃を行ったことを受け、ソーシャルメ
ディアに「ウラジーミル、やめろ！」と投稿した。トラン
プ氏がロシアのプーチン大統領を非難するのはまれ。
ロシア軍は２４日朝にかけてキーウをミサイルやドローン
（無人機）で攻撃し、少なくとも１２人が死亡、９０人が
負傷した。 もっと見る
トランプ氏は「ロシアによるウクライナへの攻撃には不満
だ。その必要はなく、タイミングも非常に悪い」と投稿し
た。
また、ホワイトハウスで記者団に対し、米国は「ディール
（取引）」を成立させるためにロシアに大きな圧力をかけ
ていると述べ、キーウ攻撃に対する不快感を改めて示した。 
もっと見る
一方で、和平交渉は大きく進展しているとし、ロシアが
「戦争を停止し、国全体の制圧をやめる」用意を示すこと
で「かなり大きな譲歩」をしたとも述べた。
その上で「今後数日が非常に重要になる。今まさに協議が
行われている」とし、「合意は成立するだろう。非常に近
いと思う」と語った。また、ウクライナにも圧力をかけて
いると強調した。



ｱﾒﾘｶがｳｸﾗｲﾅを支援しない理由か
•ｳｸﾗｲﾅ侵攻が始まってからﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権は５回に渡っ
て支援している
•その総額は1750億ﾄﾞﾙにのぼる
• ＞700億ﾄﾞﾙは武器生産に使用される
• ＞ﾊﾟﾄﾘｵｯﾄ１発で400万ﾄﾞﾙかかる
•ｳｸﾗｲﾅに850発以上が供与されたという
•今年になってｲｽﾗｴﾙから90発をｳｸﾗｲﾅに送った
•日本も国内で生産したものをｱﾒﾘｶ軍に渡してた
•＞防衛装備移転三原則

発射ｼｽﾃﾑ１基 11億ﾄﾞﾙ



武器は無尽蔵にあるわけではない
•砲弾や銃弾の生産はそれなりに製造できる
•155mmりゅう弾砲弾 １か月 10万発
•ｳｸﾗｲﾅでは1日2000発使用しているという
•＞6万発ということになる
• ｱﾒﾘｶだけでなくNATOも支援している
•ﾛｼｱはりゅう弾砲弾月産25万発 北朝鮮からも含め
て１日10000発の砲弾を使用しているという
•ここで考えなくてはならないことは製造した武器・弾
薬を全てｳｸﾗｲﾅにつぎ込んで良いのか？



ｱﾒﾘｶの立場
•ｱﾒﾘｶ軍が持っている武器・弾薬を考えた時に余剰分は他
国に供与出来る

•それ以上だと防衛できなくなる

•今まで製造してきたもののｽﾄｯｸはあると言ってもその限界
はある

•世界最強と言われるｱﾒﾘｶ軍を保つためにはどうするか

•ｱﾒﾘｶはﾍﾞﾄﾅﾑ戦争やｲﾗｸ戦争などで自国の兵隊をつぎ込
んで戦ってきた

•それ以外については反撃を意識しなくても良い戦闘を行っ
てきた

隙を作ってしまうと攻撃される可能性あり



第二次世界大戦後のｱﾒﾘｶの方針
•対共産主義国＞ソ連と中国＝二正面作戦

•1990年代 冷戦の終結で対戦国が変化

•ｲﾗｸ等の中東 北朝鮮

•2001年 同時多発ﾃﾛ ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝ

•現在 ｶﾞｻﾞ ｳｸﾗｲﾅ ｲｴﾒﾝ 中国

•ソ連・中国は核兵器もあり高性能迎撃力もある

•中東地域の国は迎撃能力は低い

•ｱﾒﾘｶの攻撃は楽になってしまった



ﾌｰｼ派の攻撃で使用した武器
•巡行ﾐｻｲﾙ「ﾄﾏﾎｰｸ」と言われている

•発射本数は公開されていないが一般的には40発

•１発20億円以上 ＞800億円

•防空ｼｽﾃﾑが十分でないのでこれで済む

•ｱﾒﾘｶでﾄﾏﾎｰｸの生産能力は年間100発

•他国に武器を供与するとｱﾒﾘｶの経戦能力が低下

•＞高性能兵器の生産量が少ない

•ｱﾒﾘｶにとって有事の時に十分な戦いが出来ない



以上の事からまとめると
•「世界の警察」を自負していた第二次世界大戦後

•至る所で起きる紛争にｱﾒﾘｶ軍を派遣していた

•ｱﾒﾘｶが戦争に直面しない戦争には手を出さない

•ｳｸﾗｲﾅ侵攻について

•ｶﾞｻﾞ情勢について

•台湾情勢について

•朝鮮半島情勢について

＞ｱﾒﾘｶが直接狙われ
ない限り動かない

自国に何がもたらされるのか



アメリカ関連



•ｱﾒﾘｶの関税問題につ
いて主要20か国の財務
相・中央銀行総裁会議
で世界経済に与える影
響について懸念が示さ
れる

•乱高下する金融市場に
も警戒感を示す

•会議後の日米財務相
の会談でも為替につい
て話題になったという

アメリカのワシントンで開かれていたG20＝主要20か国の財
務相・中央銀行総裁会議は日本時間の25日未明に閉幕しまし
た。トランプ政権の関税措置をめぐって各国から経済に悪影
響を及ぼしているという懸念が相次ぐ会議となり、G20が目
指してきた自由で開かれた経済に向けて今後協調できるかが
課題となります。アメリカのワシントンで開かれていたG20
の財務相・中央銀行総裁会議は25日未明に2日目の討議を終
え、閉幕しました。
今回の会議ではアメリカのトランプ政権の関税措置をめぐっ
て、各国から、経済の不確実性が一層高まり、経済に悪影響
を及ぼしているという懸念が相次いで出されました。一方、
関税措置をきっかけに不安定な動きが続いている金融市場に
ついては、機能自体は維持されているものの、引き続き警戒
すべきだという認識が示されたということです。
加藤財務大臣は会見で「今の世界経済や国際金融を含めた課
題について、世界経済が不確実性を増している中で、各国が
一堂に会して率直な意見交換をしたことは非常に有意義だっ
た」と述べました。
今回のG20では共同声明のとりまとめはなく、トランプ政権
の関税政策や貿易摩擦に対する懸念が共有される場となりま
したが、今後は、世界経済が後退に陥らないよう各国がどの
ように協調していくかが課題となります。

G20財務相・中央銀行総裁会議が閉幕 関税措
置で各国懸念相次ぐ



DOGE（政府効率化省）の功罪
•大きな政府（民主党）から小さな政府（共和党）へ

•政府機関を縮小して無駄な財政支出を削減する

•それによって本来やらなければならない事象を進め
ることが出来なくなっている

•科学力を進めるための諸機関が影響を受けている

•感染症や災害の対策に影響が出てきている

•ｱﾒﾘｶだけの問題ではなく世界全体に波及する

•収集したﾃﾞｰﾀは世界に提供されている



•NOAAは2割の人員削減

•ｱﾒﾘｶ経済に1000億ﾄﾞﾙの効
果をもたらしていた

•CDC、NIH等の保健関係せも
2万人の削減

•NIHは400億ﾄﾞﾙの研究補助
金を支給している

•感染症対策に遅れ見込む

•補助金削減によって大学側
も職員削減や研究の縮小も

•海外からの研究者にも影響



今後の影響を考える
•予算面で見ると

•NASA 科学予算 74億ﾄﾞﾙ→40億ﾄﾞﾙ

•CDC 研究予算 93億ﾄﾞﾙ→53億ﾄﾞﾙ

•NIH  研究予算 475億ﾄﾞﾙ→272億ﾄﾞﾙ

•研究者の3/4が海外への転出を考えている

•ｱﾒﾘｶは科学部門で最先端の研究を行っている

•中国に完全にその場を奪われてしまう可能性が大



•ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学がﾄﾗﾝﾌﾟ大
統領が提示している反ﾕ
ﾀﾞﾔ主義活動根絶案を拒
絶

•ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は激怒し
4500億円に上る補助金を
停止

•共に歩み寄る姿勢はない

•教育に対しての弾圧とも
とれる政策は良いのか

ﾄﾞﾅﾙﾄﾞ･ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は、きゃんぱす内の反ﾕﾀﾞﾔ主義活動根絶
などの校則変更要求を公然と拒否したﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学に激怒して
いると伝えられている。ｳｫｰﾙ・ｽﾄﾘｰﾄ・ｼﾞｬｰﾅﾙ（WSJ）は20日
（現地時間）、ﾄﾗﾝﾌﾟ政権がﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学の保健研究に対する
支援金から追加で10億ﾄﾞﾙ（約1,404億円）を撤回する計画だ
と報じた。先にﾄﾗﾝﾌﾟ政権は、ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学が14日に米国の大
学として初めてﾄﾗﾝﾌﾟ政権の要求を拒否したことを受け、270
万ﾄﾞﾙ（約3億7,914万円）規模の国土安全保障省の補助金を取
り消した。これとは別に、数年にわたって分割支給される22
億ドル（約3,089億円）規模の連邦補助金を凍結することを決
定した。10億ドルの支援金撤回は、ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学にも直接的な
打撃を与えると見られている。ﾄﾗﾝﾌﾟ政権がこのような追加措
置を計画したのは、ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学が校則変更要求の公文書まで
公開して反対の立場を表明したことへの怒りによるとされる。
ただし、ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学側は校則変更を要求する公文書に「非公
開」の表示がなく、秘密保持についても双方の和解がなかっ
たとの立場だ。ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ側は「ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学はﾕﾀﾞﾔ人学生の信
頼を回復すべきだ」とし、「ﾎﾜｲﾄﾊｳｽは依然として対話に開か
れているが、ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学には重大な変化が必要だ」と述べた。
ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は親ﾊﾟﾚｽﾁﾅﾃﾞﾓに参加した外国人留学生のﾋﾞｻﾞを取
り消し、彼らを拘束・追放するなど、大学ｷｬﾝﾊﾟｽで行われる
反ｲｽﾗｴﾙ活動を標的にしている。

激怒するトランプ、ハーバード叩きを継続…「支
援金10億ドルの追加撤回を検討」



•ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大学等を対
象にしたﾄﾗﾝﾌﾟ大統領
の圧力に対して

•全米の100を超える高
等教育機関の長が声
明を出す

•ｷｬﾝﾊﾟｽ内で行われる
ことに政府が不当に
介入することはダメ

•言論の自由を定めた
憲法に違反している

トランプ米政権の高等教育政策に反対、大学学長
らが共同声明
米ハーバード大学がトランプ政権によって独立性が脅かされてい
ると表明したことを受け、１００を超える大学、カレッジ、学術
団体の学長らは２２日、政権の高等教育政策に反対する共同声明
を発表した。
プリンストン大学、ブラウン大学、ハワイ大学などの学長が署名
したこの声明は「前例のない政府の行き過ぎた政治的干渉が米国
の高等教育を危険にさらしている」と指摘。「われわれは建設的
な改革に前向きであり、政府の正当な監視に反対するつもりはな
い」とする一方、「キャンパスで学び、活動し、働く人々の生活
に政府が不当に介入することには反対しなければならない」とし
た。
ホワイトハウスからはコメントを得られていない。
ハーバード大は２１日、トランプ政権による補助金凍結の差し止
めを求め、マサチューセッツ州ボストンの連邦地方裁判所に提訴。
政権は今月、同大に対し、多様性・公平性・包摂性（ＤＥＩ）重
視方針の撤回や一部の学部への審査開始などを要求したが、大学
が拒否したことを受け、連邦政府からの２３億ドルの資金提供を
凍結すると発表した。ハーバード大は、トランプ政権の行動が恣
意的かつ違法で、言論の自由を定めた憲法修正第１条に基づく大
学の権利を侵害していると主張している。ホワイトハウスの
フィールズ報道官は、ハーバード大などの機関が連邦政府の援助
を容易に受けられる状況は終わりに近づいていると指摘。



ｱﾒﾘｶの株式市場の動き
•ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が就任
してから株式市場が
乱高下している

•ﾄﾗﾝﾌﾟ劇場で主役の
ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領の一挙
手一投足が株価を
動かしている

3月13日 不公正・不均衡な貿易への対処として関税に関するデータを集めよ
4月 7日   対中関税105％になると発言
4月21日 ﾄﾗﾝﾌﾟっ大統領がFRBﾊﾟｳｴﾙ議長の解任を示唆

３月13日 4月7日 4月21日



2024年4月

ドル・円相場の変遷 •現在は円
高圧力が
強まってい
るので円
高が進む
•昨年10月
以来の円
高状況で
ある
•財務相会
談でどうな
るか

トランプ大統領就任後円高の傾向がつづく



ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領に振り回される
•相互関税の交渉で赤沢大臣が訪米

•飛行機が飛んでいる時に自分がﾎﾜｲﾄﾊｳｽで会うと

•ｱﾒﾘｶ財務省では会談の準備が整い記者団も待機

•会談場所に大型ﾃﾚﾋﾞが運び込まれる＞ﾃﾚﾋﾞ会議

•しかしここでは何もせず全てﾎﾜｲﾄﾊｳｽで行う

•大統領府と諸官庁の連携が出来ていない

•役人が振り回されているということ

•ﾆｭｰｽではｽﾁｰﾙ写真しか使えなかった


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5: ミャンマーの状況について
	スライド 6: 規制があって自由には記事にできず
	スライド 7: カシミールで銃撃事件が発生
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11: ｲﾝﾄﾞ　ﾊﾟｷｽﾀﾝの対応
	スライド 12
	スライド 13: フランシスコ教皇が死去
	スライド 14: ﾌﾗﾝｼｽｺ教皇の足跡
	スライド 15: ﾌﾗﾝｼｽｺ法王の業績
	スライド 16: ﾏｰｼﾞｮﾘｰ・ﾃｲﾗｰ・ｸﾞﾘｰﾝ下院議員
	スライド 17
	スライド 18: ｸﾞﾘｰﾝ議員はｺﾒﾝﾄ出さず
	スライド 19: ｳｸﾗｲﾅ侵攻に和平案提示
	スライド 20: ｱﾒﾘｶがｳｸﾗｲﾅ戦争の停戦案を提示
	スライド 21
	スライド 22: 余りにもﾛｼｱ寄りの停戦案
	スライド 23: この和平案をどうするか
	スライド 24: 今回ｲｷﾞﾘｽで行われた会議
	スライド 25
	スライド 26: ｱﾒﾘｶがｳｸﾗｲﾅを支援しない理由か
	スライド 27: 武器は無尽蔵にあるわけではない
	スライド 28: ｱﾒﾘｶの立場
	スライド 29: 第二次世界大戦後のｱﾒﾘｶの方針
	スライド 30: ﾌｰｼ派の攻撃で使用した武器
	スライド 31: 以上の事からまとめると
	スライド 32: アメリカ関連
	スライド 33
	スライド 34: DOGE（政府効率化省）の功罪
	スライド 35
	スライド 36: 今後の影響を考える
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39: ｱﾒﾘｶの株式市場の動き
	スライド 40
	スライド 41: ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領に振り回される

